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第７章 従業上の地位 

 

７－１ 全国の従業上の地位別就業者 

 

＜従業上の地位別就業者＞ 

 

雇用者の割合は一貫して上昇 

平成22年国勢調査による15歳以上就業者は5961万１千人となっている。これを従業上の

地位別にみると，会社などに雇用されている雇用者（役員を含む。この章において２節を

除いて以下同じ。）が4946万７千人（15歳以上就業者に占める割合は86.2％），個人経営の

商店主・工場主・農業主や開業医・著述家などの自営業主（家庭内職者を含む。この章に

おいて以下同じ。）が557万８千人（同9.7％），家族従業者が232万２千人（同4.0％）とな

っている。 

従業上の地位別割合の推移をみると，雇用者が上昇する一方，農業就業者の減少などに

よって自営業主及び家族従業者が低下してきた。雇用者は昭和25年の39.3％から一貫して

上昇し，60年には75.4％と就業者の４人に３人が雇用者となり，その後も上昇を続けてい

る。一方，自営業主は昭和25年の26.2％から，平成２年には半減して13.5％となり，22年

には9.7％となっている。また，家族従業者は昭和25年には34.4％と大きな割合を占めてい

たが，その後大きく低下して，平成22年には4.0％となっている。（図７－１，表７－１） 

 

 

 

  

図７－１ 男女，従業上の地位別就業者の割合の推移－全国（昭和 25 年～平成 22 年） 
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1) 14歳以上就業者数。沖縄県の本土籍の日本人及び外国人を除く。

2) 沖縄県は５％抽出集計結果による14歳以上就業者数。
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雇用者の割合は，男性は85.4％，女性は87.3％ 

平成22年の就業者を男女，従業上の地位別にみると，男性では，就業者3409万人のうち

雇用者が85.4％，自営業主は13.1％，家族従業者は1.5％となっている。女性では，就業者

2552万２千人のうち雇用者が87.3％，自営業主は5.2％，家族従業者は7.4％となっており，

男性に比べると，雇用者及び家族従業者の割合が高く，自営業主の割合が低い。 

従業上の地位別割合は男女間で差異はあるものの，長期的にみると，男女共に雇用者の

割合が上昇し，自営業主及び家族従業者の割合が低下している。（図７－１，表７－１） 

 

 

 

 

 

 

  

表７－１ 男女，従業上の地位別就業者数及び割合の推移－全国（昭和 25年～平成 22 年） 

 昭和

 25年1)

（1950） （1955） （1960） （1965） （1970） （1975） （1980） （1985） （1990） （1995） （2000） （2005） （2010）

就業者数（千人）

　総数3) 36,025 39,590 44,042 47,960 52,593 53,141 55,811 58,357 61,682 64,142 62,978 61,506 59,611

　　雇用者 14,159 18,083 23,730 29,101 33,764 36,718 39,764 43,990 48,607 52,076 52,281 51,673 49,467

　　自営業主 9,446 9,517 9,748 9,437 10,248 9,414 9,543 8,970 8,305 7,815 7,186 6,745 5,578

　　家族従業者 12,395 11,990 10,560 9,351 8,577 6,945 6,495 5,393 4,764 4,243 3,507 3,080 2,322

　（再掲）役員除く雇用者 - - - - 32,144 34,600 37,441 41,303 45,252 48,290 48,763 48,334 46,287

　男3) 22,083 24,072 26,787 29,235 31,983 33,415 34,647 35,679 37,245 38,529 37,249 35,735 34,090

　　雇用者 10,498 12,946 16,520 19,902 22,802 24,942 26,257 28,059 30,189 31,728 31,090 29,906 27,959

　　自営業主 7,709 7,670 7,405 7,162 7,366 7,048 7,104 6,647 6,180 6,012 5,484 5,214 4,291

　　家族従業者 3,862 3,457 2,860 2,132 1,813 1,409 1,284 972 874 786 673 612 489

　（再掲）役員除く雇用者 - - - - 21,399 23,137 24,330 25,904 27,547 28,804 28,418 27,379 25,525

　女3) 13,942 15,518 17,255 18,725 20,609 19,726 21,164 22,678 24,436 25,613 25,729 25,771 25,522

　　雇用者 3,661 5,138 7,210 9,199 10,962 11,776 13,507 15,931 18,418 20,348 21,190 21,767 21,508

　　自営業主 1,738 1,847 2,342 2,275 2,882 2,366 2,439 2,324 2,125 1,803 1,702 1,531 1,287

　　家族従業者 8,533 8,533 7,700 7,219 6,763 5,536 5,211 4,421 3,890 3,457 2,834 2,467 1,833

　（再掲）役員除く雇用者 - - - - 10,744 11,463 13,111 15,399 17,705 19,486 20,346 20,955 20,761

割合（％）

　総数 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

　　雇用者 39.3 45.7 53.9 60.8 64.2 69.2 71.3 75.4 78.8 81.2 83.0 84.0 86.2

　　自営業主 26.2 24.0 22.1 19.7 19.5 17.7 17.1 15.4 13.5 12.2 11.4 11.0 9.7

　　家族従業者 34.4 30.3 24.0 19.5 16.3 13.1 11.6 9.2 7.7 6.6 5.6 5.0 4.0

　（再掲）役員除く雇用者 - - - - 61.1 65.2 67.1 70.8 73.4 75.3 77.4 78.6 80.7

　男 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

　　雇用者 47.6 53.8 61.7 68.2 71.3 74.7 75.8 78.6 81.1 82.4 83.5 83.7 85.4

　　自営業主 34.9 31.9 27.6 24.5 23.0 21.1 20.5 18.6 16.6 15.6 14.7 14.6 13.1

　　家族従業者 17.5 14.4 10.7 7.3 5.7 4.2 3.7 2.7 2.3 2.0 1.8 1.7 1.5

　（再掲）役員除く雇用者 - - - - 66.9 69.3 70.2 72.6 74.0 74.8 76.3 76.6 78.0

　女 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

　　雇用者 26.3 33.1 41.8 49.2 53.2 59.8 63.8 70.3 75.4 79.5 82.4 84.5 87.3

　　自営業主 12.5 11.9 13.6 12.2 14.0 12.0 11.5 10.2 8.7 7.0 6.6 5.9 5.2

　　家族従業者 61.2 55.0 44.6 38.6 32.8 28.1 24.6 19.5 15.9 13.5 11.0 9.6 7.4

　（再掲）役員除く雇用者 - - - - 52.1 58.3 62.0 67.9 72.5 76.1 79.1 81.3 84.3

 1)　14歳以上就業者数。沖縄県の本土籍の日本人及び外国人を除く。

 2)　沖縄県は５％抽出集計結果による14歳以上就業者数。

 3)　従業上の地位「不詳」を含む。

７年 12年 17年 22年男　　 　女，
従業上の地位

30年2) 35年 40年 45年 50年 55年 60年
平成
２年
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就業者数１）

（千人）

雇用者数
（千人）

雇用者の
割合（％）

就業者数１）

（千人）

雇用者数
（千人）

雇用者の
割合（％）

就業者数１）

（千人）

雇用者数
（千人）

雇用者の
割合（％）

平成22年

　 総数 59,611 49,467 86.2 34,090 27,959 85.4 25,522 21,508 87.3

　  15～19歳 792 737 98.1 401 370 97.4 392 367 98.7

　  20～24 3,813 3,547 98.0 1,908 1,752 97.4 1,905 1,794 98.6

　  25～29 5,314 4,840 96.5 2,896 2,602 95.9 2,418 2,238 97.3

　  30～34 6,007 5,371 94.1 3,508 3,105 93.5 2,499 2,266 94.9

 　 35～39 7,125 6,300 92.3 4,205 3,684 91.8 2,919 2,616 93.1

 　 40～44 6,577 5,770 91.1 3,751 3,246 90.3 2,825 2,524 92.2

 　 45～49 6,252 5,471 90.1 3,475 2,998 89.2 2,776 2,473 91.2

 　 50～54 5,911 5,077 87.9 3,300 2,799 87.1 2,611 2,278 88.9

 　 55～59 6,214 5,125 84.3 3,600 2,950 83.8 2,614 2,175 84.9

 　 60～64 5,656 4,244 77.0 3,406 2,566 77.2 2,250 1,678 76.7

 　 65歳以上 5,952 2,984 52.6 3,640 1,886 54.0 2,312 1,098 50.4

    17年

　総数 61,506 51,673 84.0 35,735 29,906 83.7 25,771 21,767 84.5

　  15～19歳 959 938 97.8 494 480 97.1 465 458 98.6

　  20～24 4,436 4,326 97.5 2,228 2,153 96.6 2,207 2,172 98.4

　  25～29 6,097 5,839 95.8 3,397 3,226 95.0 2,700 2,613 96.8

　  30～34 7,002 6,509 93.0 4,228 3,915 92.6 2,774 2,595 93.5

 　 35～39 6,408 5,803 90.6 3,856 3,484 90.4 2,553 2,319 90.8

 　 40～44 6,309 5,627 89.2 3,629 3,226 88.9 2,680 2,401 89.6

 　 45～49 6,201 5,403 87.1 3,483 3,016 86.6 2,718 2,387 87.8

 　 50～54 6,823 5,723 83.9 3,900 3,256 83.5 2,923 2,467 84.4

 　 55～59 7,391 5,935 80.3 4,395 3,559 81.0 2,997 2,376 79.3

 　 60～64 4,464 3,154 70.7 2,749 2,001 72.8 1,715 1,153 67.3

 　 65歳以上 2,629 1,456 55.4 1,643 957 58.3 986 499 50.6

 １）　従業上の地位「不詳」を含む。

総　　　　数 男 女

年次，年齢

＜年齢構成＞ 

 

年齢階級が上がるほど雇用者の割合は低い 

就業者総数に対する雇用者の割合を年齢５歳階級別にみると，男女共に15～19歳が最も

高く（男性97.4％，女性98.7％），次いで20～24歳（男性97.4％，女性98.6％），25～29歳

（男性95.9％，女性97.3％）などと年齢階級が上がるにつれて雇用者の割合は低く，60～

64歳では男女共に約75％となっている。なお，20歳から59歳までの各年齢階級では女性が

男性に比べ高くなっているが，60歳以上の各年齢階級では男性が高くなっている。 

平成17年と比べると，男女共に65歳以上を除く各年齢階級で上昇している。（表７－２） 

 

   表７－２ 男女，年齢（５歳階級）別就業者数，雇用者数及び割合－全国（平成 17 年，22 年） 
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＜国際比較＞ 

 

我が国の雇用者の割合と同水準なのはイギリス 

我が国の就業者について従業上の地位別割合を諸外国と比べると，雇用者の割合（我が

国は86.2％）は，アメリカ合衆国（93.0％），ロシア（92.7％），フランス（89.5％）など

よりも低く，イギリス（86.7％）と同水準となっている。自営業主の割合は，イタリア（22.2％）

で高く，アメリカ合衆国（6.9％）などで低くなっているが，我が国（9.7％）はフランス

（9.9％）と同水準となっている。家族従業者の割合は，アメリカ合衆国，カナダ及びロシ

ア（いずれも0.1％）などで低く，我が国（4.0％）は諸外国で最も高くなっている。 

男女別にみると，男性の雇用者の割合（我が国は85.4％）は，ドイツ（86.1％）やフラ

ンス（86.6％）と同水準となっている。女性の雇用者の割合（我が国は87.3％）はカナダ

（88.8％）とほぼ同水準となっている。（図７－２，表７－３） 

  

 

  

図７－２ 男女，従業上の地位別就業者の割合の国際比較 

表７－３ 男女，従業上の地位別就業者の割合の国際比較 
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資料：International Labour Organization，Yearbook of Labour Statisticsによる。

日本は，平成22年国勢調査による。

（％）

雇用者 自営業者 家族従業者 雇用者 自営業者 家族従業者 雇用者 自営業者 家族従業者

日 本 (2010) 86.2 9.7 4.0 85.4 13.1 1.5 87.3 5.2 7.4
アメリカ合衆国 (2008) 1)2) 93.0 6.9 0.1 91.7 8.2 0.1 94.4 5.5 0.1
イ ギ リ ス (2008) 2) 86.7 12.9 0.4 82.3 17.4 0.2 91.8 7.7 0.5
イ タ リ ア (2008) 76.1 22.2 1.8 71.5 27.3 1.2 83.0 14.4 2.6
カ ナ ダ (2008) 1)3) 84.6 15.2 0.1 80.9 19.0 0.1 88.8 11.0 0.2

ド イ ツ (2008) 88.4 10.7 0.9 86.1 13.5 0.4 91.2 7.3 1.5
フ ラ ン ス (2008) 89.5 9.9 0.6 86.6 13.1 0.3 92.7 6.4 1.0
ロ シ ア (2008) 4) 92.7 7.0 0.1 92.1 7.8 0.1 93.3 6.6 0.1

資料：International Labour Organization，, Yearbook of Labour Statisticsによる。

　　　日本は，平成22年国勢調査による。

1) 軍人を除く。　　2) 16歳以上　　3) 指定保留地に居住する先住民を除く。　　4) 15～72歳

総      数 男 女
国　　　　　名
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７－２ 全国の従業上の地位別雇用者 

 

＜雇用者＞ 

  

20歳から39歳までは男女共に「正規の職員・従業員」が最も多いが，女性は40歳以上で「正

規の職員・従業員」より「パート・アルバイト・その他」が多くなる 

15歳以上雇用者（4628万７千人）について，男女，年齢５歳階級ごとの従業上の地位別i

割合をみると，「正規の職員・従業員」は，男性の20歳から64歳までの各年齢階級で５割を

超えており，特に35歳から54歳までの各年齢階級で９割を超えている。一方，女性は20歳

から34歳までの各年齢階級で５割を超えているものの，35歳以上の各年齢階級で５割以下

となっている。また，全ての年齢階級において，男性が女性を上回っている。 

「労働者派遣事業所の派遣社員」は，男性は65歳以上が3.9％と最も高く，次いで25～29

歳が3.7％，60～64歳が3.3％などとなっている。一方，女性は30～34歳が7.1％と最も高く，

次いで25～29歳が6.4％，35～39歳が6.0％となっている。また，20歳から59歳までの各年

齢階級において，女性が男性を上回っている。 

「パート・アルバイト・その他」は，男性は65歳以上が61.0％と最も高く，次いで15～

19歳が59.6％，60～64歳が35.6％などとなっている。一方，女性は15～19歳が75.8％と最

も高く，次いで65歳以上が72.9％，60～64歳が71.1％などとなっている。また，全ての年

齢階級において，女性が男性を上回っている。 

「正規の職員・従業員」と「パート・アルバイト・その他」を比べると，男性は20歳か

ら64歳までの各年齢階級において「正規の職員・従業員」の割合が高く，15～19歳及び65

歳以上で「パート・アルバイト・その他」の割合が高い。一方，女性は20歳から39歳まで

の各年齢階級では「正規の職員・従業員」の割合が高く，15～19歳及び40歳以上の各年齢

階級では「パート・アルバイト・その他」の割合が高い。（図７－３，表７－４） 

図７－３ 男女，年齢（５歳階級），従業上の地位別 15歳以上雇用者の割合－全国（平成 22 年） 

               男              女 

 

  

                         
i  従業上の地位における雇用者の区分について，平成 17 年調査までは，雇用者の内訳を「常雇」及び「臨時雇」の２

区分で調査を行っていた。非正規雇用の拡大など雇用形態が多様化している現状を踏まえ，雇用状態をより一層的確に

把握するため，平成 22 年調査では「正規の職員・従業員」，「労働者派遣事業所の派遣社員」及び「パート・アルバイ

ト・その他」の３区分で調査を行った。 
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総数
正規の職

員・従業員

労働者派遣
事業所の派

遣社員

パート・ア
ルバイト・

その他
総数

正規の職
員・従業員

労働者派遣
事業所の派

遣社員

パート・ア
ルバイト・

その他

実数（千人）

総数 25,525 21,002 639 3,883 20,761 9,434 891 10,436
15～19歳 370 144 5 220 367 83 5 278
20～24 1,746 1,104 53 589 1,792 1,016 66 711
25～29 2,573 2,126 96 352 2,230 1,414 142 673
30～34 3,021 2,682 90 250 2,246 1,259 160 827

35～39 3,512 3,220 81 211 2,574 1,247 156 1,172
40～44 3,035 2,812 62 161 2,466 1,060 119 1,288
45～49 2,755 2,565 48 142 2,398 998 91 1,309
50～54 2,522 2,323 40 159 2,187 912 57 1,218
55～59 2,583 2,283 45 255 2,062 812 41 1,209

60～64 2,108 1,287 70 752 1,541 411 33 1,096
65歳以上 1,300 456 50 793 899 222 21 655

割合（％）

総数 100.0 82.3 2.5 15.2 100.0 45.4 4.3 50.3
15～19歳 100.0 39.0 1.4 59.6 100.0 22.8 1.4 75.8
20～24 100.0 63.2 3.0 33.7 100.0 56.7 3.7 39.7
25～29 100.0 82.6 3.7 13.7 100.0 63.4 6.4 30.2
30～34 100.0 88.8 3.0 8.3 100.0 56.1 7.1 36.8

35～39 100.0 91.7 2.3 6.0 100.0 48.4 6.0 45.5
40～44 100.0 92.7 2.0 5.3 100.0 43.0 4.8 52.2
45～49 100.0 93.1 1.7 5.1 100.0 41.6 3.8 54.6
50～54 100.0 92.1 1.6 6.3 100.0 41.7 2.6 55.7
55～59 100.0 88.4 1.8 9.9 100.0 39.4 2.0 58.6

60～64 100.0 61.0 3.3 35.6 100.0 26.7 2.2 71.1
65歳以上 100.0 35.1 3.9 61.0 100.0 24.7 2.4 72.9

男 女

年齢

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

就業状態が「主に仕事」である者のうち，雇用者の４人に３人が正規の職員・従業員 

男女，就業状態別に従業上の地位をみると，就業状態が「主に仕事」のうち「正規の職

員・従業員」の割合は，男性が84.7％，女性が58.5％となっており，雇用者全体（男性82.3％，

女性45.4％）よりも高くなっている。また，就業状態が「家事・通学のかたわら仕事」の

うち「パート・アルバイト・その他」の割合は，男性が90.9％，女性が87.6％と，雇用者

全体（男性15.2％，女性50.3％）よりも高くなっている。 

「主に仕事」について，男女，年齢５歳階級ごとに従業上の地位別割合をみると，男性

は 65 歳以上を除く全ての年齢階級で「正規の職員・従業員」が最も多くなっている。15

歳から 24 歳までの各年齢階級では男性雇用者の２割以上が「パート・アルバイト・その他」

となっているものの，「正規の職員・従業員」が約７割を占めており，25 歳から 59 歳まで

の各年齢階級では「正規の職員・従業員」が男性雇用者の８割以上を占めている。65 歳以

上になると「パート・アルバイト・その他」が 57.7％と「正規の職員・従業員」を上回り，

最も高くなっている。女性は全ての年齢階級で「パート・アルバイト・その他」が男性に

比べ高くなっており，15～19 歳及び 50 歳以上の各年齢階級では４割以上となっている。

しかし，15 歳から 59 歳までの各年齢階級においては「正規の職員・従業員」が女性雇用

表７－４ 男女，年齢（５歳階級），従業上の地位別 15歳以上雇用者数及び割合 

－全国（平成 22 年） 
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(％）

雇用者
正規の
職員・
従業員

労働者派遣
事業所の
派遣社員

パート・ア
ルバイト・

その他
雇用者

正規の
職員・
従業員

労働者派遣
事業所の
派遣社員

パート・ア
ルバイト・

その他
雇用者

正規の
職員・
従業員

労働者派遣
事業所の
派遣社員

パート・ア
ルバイト・

その他

100.0 65.8 3.3 30.9 100.0 74.9 3.5 21.6 100.0 9.7 2.3 88.0

15～19歳 100.0 30.9 1.4 67.7 100.0 63.2 2.5 34.3 100.0 1.2 0.4 98.4

20～24 100.0 59.9 3.4 36.7 100.0 71.6 3.9 24.5 100.0 2.7 1.0 96.4
25～29 100.0 73.7 5.0 21.4 100.0 76.7 5.1 18.2 100.0 12.8 3.4 83.8
30～34 100.0 74.8 4.7 20.4 100.0 79.4 5.0 15.6 100.0 13.1 3.4 83.5
35～39 100.0 73.4 3.9 22.7 100.0 80.9 4.1 15.1 100.0 10.6 3.0 86.4

40～44 100.0 70.4 3.3 26.3 100.0 80.6 3.4 16.1 100.0 9.6 2.9 87.4

45～49 100.0 69.2 2.7 28.1 100.0 80.3 2.7 17.0 100.0 9.8 2.9 87.3
50～54 100.0 68.7 2.1 29.2 100.0 79.2 2.1 18.7 100.0 10.3 2.2 87.5
55～59 100.0 66.6 1.9 31.5 100.0 76.3 1.9 21.8 100.0 11.1 1.7 87.2
60～64 100.0 46.5 2.8 50.6 100.0 54.5 3.1 42.5 100.0 10.8 1.9 87.3

65歳以上 100.0 30.8 3.3 65.9 100.0 36.6 3.6 59.8 100.0 14.9 2.6 82.6

100.0 82.3 2.5 15.2 100.0 84.7 2.5 12.7 100.0 7.2 1.8 90.9

15～19歳 100.0 39.0 1.4 59.6 100.0 69.7 2.3 28.0 100.0 1.3 0.4 98.4

20～24 100.0 63.2 3.0 33.7 100.0 75.9 3.5 20.6 100.0 1.8 0.7 97.5
25～29 100.0 82.6 3.7 13.7 100.0 83.6 3.8 12.6 100.0 14.4 2.8 82.8
30～34 100.0 88.8 3.0 8.3 100.0 89.2 3.0 7.8 100.0 27.1 4.0 68.9
35～39 100.0 91.7 2.3 6.0 100.0 92.0 2.3 5.7 100.0 36.9 4.8 58.3

40～44 100.0 92.7 2.0 5.3 100.0 92.9 2.0 5.1 100.0 40.0 4.8 55.2

45～49 100.0 93.1 1.7 5.1 100.0 93.4 1.7 4.9 100.0 41.7 5.0 53.3
50～54 100.0 92.1 1.6 6.3 100.0 92.4 1.6 6.0 100.0 36.8 4.6 58.7
55～59 100.0 88.4 1.8 9.9 100.0 88.9 1.8 9.4 100.0 28.3 3.3 68.5
60～64 100.0 61.0 3.3 35.6 100.0 62.5 3.4 34.1 100.0 10.7 3.6 85.7

65歳以上 100.0 35.1 3.9 61.0 100.0 38.3 4.0 57.7 100.0 8.4 3.9 87.7

女 100.0 45.4 4.3 50.3 100.0 58.5 5.1 36.4 100.0 10.1 2.4 87.6

15～19歳 100.0 22.8 1.4 75.8 100.0 54.4 2.8 42.8 100.0 1.1 0.4 98.4

20～24 100.0 56.7 3.7 39.7 100.0 67.5 4.2 28.3 100.0 3.5 1.2 95.2
25～29 100.0 63.4 6.4 30.2 100.0 67.8 6.9 25.3 100.0 12.5 3.5 84.0
30～34 100.0 56.1 7.1 36.8 100.0 63.2 8.3 28.5 100.0 12.3 3.4 84.3
35～39 100.0 48.4 6.0 45.5 100.0 60.3 7.3 32.4 100.0 10.0 3.0 87.0

40～44 100.0 43.0 4.8 52.2 100.0 58.3 5.8 35.9 100.0 9.2 2.9 87.9

45～49 100.0 41.6 3.8 54.6 100.0 57.8 4.3 37.9 100.0 9.5 2.8 87.7
50～54 100.0 41.7 2.6 55.7 100.0 56.9 2.9 40.3 100.0 10.0 2.1 87.9
55～59 100.0 39.4 2.0 58.6 100.0 53.3 2.2 44.6 100.0 10.8 1.7 87.5
60～64 100.0 26.7 2.2 71.1 100.0 37.0 2.5 60.6 100.0 10.8 1.8 87.4

65歳以上 100.0 24.7 2.4 72.9 100.0 32.3 2.7 65.1 100.0 16.8 2.2 81.0

総数 家事・通学のかたわら仕事

総数

男

主に仕事

男女，年齢

者の過半数を占めており，特に 20 歳から 39 歳までの各年齢階級では６割以上を占めてい

る。 

一方，「家事・通学のかたわら仕事」については，男女共に全ての年齢階級で「パート・

アルバイト・その他」が高くなっており，特に女性は８割を上回る割合となっている。 

これらにより，雇用者全体でみると約３人に２人（65.8％）が「正規の職員・従業員」

であるが，就業状態が「主に仕事」に限ると，４人に３人（74.9％）が「正規の職員・従

業員」となっている。（表７－５） 

 
 
 
 
 
 
 
  

表７－５ 男女，年齢（５歳階級），就業状態，従業上の地位別 15 歳以上雇用者の割合 

－全国（平成 22 年） 
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女性の25歳から44歳までの労働力率の上昇に非正規の雇用者が大きく影響 

女性の年齢５歳階級別労働力率につい

て，従業上の地位別の構成をみると，労

働力率が最も高い25～29歳（78.7％）は，

正規の職員・従業員が44.7％となっている。

一方，非正規の雇用者（「労働者派遣事業

所の派遣職員」と「パート・アルバイト・

その他」の計）が25.8％となっており，正

規の職員・従業員がこの年齢階級における

労働力率の高さに大きく影響している。 

Ｍ字カーブの底である35～39歳の労働

力率（68.0％）では，正規の職員・従業員

が28.4％と，25～29歳に比べて大幅に低く

なっている。一方，非正規の雇用者は

30.3％と15歳から34歳までの各年齢階級より高くなっており，正規の職員・従業員の割合

の低下がこの年齢階級における労働力率に大きく影響している。 

Ｍ字カーブの右側の山である45～49歳の労働力率（75.8％）では，正規の職員・従業員

が26.8％と更に低くなっている。一方，非正規の雇用者が37.5％と全年齢階級で最も高く

なっており，非正規の雇用者がこの年齢階級における労働力率の高さに大きく影響してい

る。（図７－４，表７－６） 

  

表７－６ 女性の年齢（５歳階級），従業上の地位

別労働力率の構成－全国（平成 22 年） 

図７－４ 女性の年齢（５歳階級），従業上の地位別労働力率の構成－全国（平成 22 年） 
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(％)

正規の職員・

従業員

非正規の

雇用者 1)

雇用者

以外 2)

～ ～ ～～ ～ ～ ～～ ～～

1)「労働者派遣事業所の派遣社員」と「パート・アルバイト・その他」の計。

2)「完全失業者」を含む。

（％）

総数
正規の職員
・従業員

非正規の
雇用者　1)

雇用者以外
2)

49.6 18.0 21.6 10.0

15 ～ 19 歳 15.4 3.0 10.3 2.0

20 ～ 24 70.4 35.7 27.3 7.4

25 ～ 29 78.7 44.7 25.8 8.2

30 ～ 34 69.4 34.2 26.8 8.4

35 ～ 39 68.0 28.4 30.3 9.4

40 ～ 44 72.5 26.6 35.4 10.5

45 ～ 49 75.8 26.8 37.5 11.5

50 ～ 54 73.2 25.1 35.2 12.9

55 ～ 59 63.9 19.6 30.1 14.3

60 ～ 64 47.5 8.6 23.6 15.3

65 14.9 1.5 4.5 8.9

1)「労働者派遣事業所の派遣社員」と「パート・アルバイト・その他」の計。

2)「完全失業者」を含む。

総 数

歳 以 上

年　　齢
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（％）

雇用者 自営業主 家族従業者

７－３ 都道府県の従業上の地位別就業者 

 

全ての都道府県で雇用者の割合が上昇 

都道府県ごとに就業者に占める従業上の

地位（３区分）別の割合をみると，雇用者は

神奈川県が91.3％と最も高く，次いで埼玉県

（89.4％），千葉県（89.1％），東京都（88.3％）

などとなっており，上位４都県が東京都とそ

の周囲の県となっている。また，平成17年と

の差をみると，福井県が3.2ポイント上昇と

最も高く，次いで長野県（3.2ポイント上昇），

大分県（3.1ポイント上昇）などとなってお

り，全ての都道府県で平成17年から22年にか

けて，雇用者の割合が上昇している。 

自営業主は高知県が15.0％と最も高く，次

いで和歌山県（14.6％），山梨県（13.3％）

などとなっており，全ての都道府県で17年に

比べ低下している。 

家族従業者は，青森県が8.1％と最も高く，

次いで和歌山県（7.8％），高知県（7.5％）

などとなっており，全ての都道府県で17年に

比べ低下している。（図７－５，表７－７） 

  

図７－５ 従業上の地位別就業者の割合 
－都道府県（平成 22 年） 
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表７－７ 従業上の地位別就業者の割合－都道府県（平成 17 年，22年） 

雇用者 自営業主 家族従業者 雇用者 自営業主 家族従業者 雇用者 自営業主 家族従業者

全 国 86.2 9.7 4.0 84.0 11.0 5.0 2.2 -1.2 -1.0

北 海 道 86.6 8.6 4.7 85.3 9.3 5.4 1.3 -0.7 -0.6
青 森 県 79.6 12.2 8.1 77.0 13.6 9.4 2.6 -1.3 -1.2
岩 手 県 80.8 12.1 7.1 78.3 13.0 8.7 2.5 -1.0 -1.6
宮 城 県 86.8 9.1 4.1 84.4 10.4 5.2 2.5 -1.3 -1.2
秋 田 県 81.0 12.8 6.2 78.7 13.9 7.4 2.3 -1.1 -1.2

山 形 県 80.6 12.5 6.9 78.2 13.8 8.1 2.4 -1.3 -1.2
福 島 県 83.0 11.0 5.9 80.6 12.2 7.2 2.4 -1.2 -1.3
茨 城 県 84.7 10.0 5.3 81.8 11.5 6.6 2.9 -1.5 -1.4
栃 木 県 85.1 9.9 5.1 82.4 11.2 6.3 2.6 -1.4 -1.2
群 馬 県 84.6 10.4 5.1 81.5 12.1 6.4 3.0 -1.7 -1.3

埼 玉 県 89.4 7.9 2.7 87.7 8.9 3.4 1.7 -0.9 -0.7
千 葉 県 89.1 7.7 3.2 87.1 8.9 4.0 2.0 -1.1 -0.9
東 京 都 88.3 9.3 2.4 86.6 10.3 3.1 1.7 -1.0 -0.7
神 奈 川 県 91.3 6.8 1.9 89.8 7.7 2.5 1.5 -0.9 -0.6
新 潟 県 84.6 10.4 5.0 82.0 11.8 6.2 2.6 -1.4 -1.2

富 山 県 86.8 9.3 3.9 84.3 10.7 5.0 2.5 -1.4 -1.1
石 川 県 85.8 10.0 4.2 82.7 11.7 5.6 3.1 -1.7 -1.4
福 井 県 84.6 10.8 4.6 81.4 12.6 6.0 3.2 -1.8 -1.3
山 梨 県 80.2 13.3 6.5 77.2 14.9 7.8 2.9 -1.6 -1.3
長 野 県 81.3 12.6 6.2 78.1 14.3 7.6 3.2 -1.7 -1.5

岐 阜 県 85.4 10.1 4.5 82.7 11.7 5.6 2.7 -1.6 -1.1
静 岡 県 85.6 9.9 4.6 83.2 11.2 5.6 2.3 -1.3 -1.0
愛 知 県 88.2 8.3 3.5 85.9 9.6 4.5 2.3 -1.3 -1.0
三 重 県 86.4 9.6 4.0 84.1 11.0 4.9 2.3 -1.4 -0.9
滋 賀 県 87.8 8.8 3.4 85.6 10.1 4.3 2.3 -1.3 -0.9

京 都 府 84.4 11.4 4.2 82.5 12.5 5.0 1.9 -1.1 -0.8
大 阪 府 87.6 9.5 2.9 85.5 10.8 3.7 2.1 -1.2 -0.8
兵 庫 県 87.6 9.2 3.2 85.4 10.5 4.1 2.2 -1.3 -0.9
奈 良 県 85.9 10.2 4.0 83.7 11.5 4.8 2.2 -1.3 -0.9
和 歌 山 県 77.6 14.6 7.8 74.8 16.1 9.1 2.8 -1.5 -1.3

鳥 取 県 81.9 12.3 5.8 79.6 13.4 7.0 2.3 -1.1 -1.2
島 根 県 82.7 12.1 5.2 79.7 13.6 6.7 3.0 -1.5 -1.5
岡 山 県 86.1 10.1 3.8 83.2 11.8 5.0 2.9 -1.7 -1.2
広 島 県 87.4 9.4 3.3 84.8 10.9 4.3 2.5 -1.5 -1.0
山 口 県 85.4 10.5 4.1 82.7 12.1 5.2 2.7 -1.6 -1.1

徳 島 県 80.6 12.9 6.5 77.9 14.4 7.8 2.7 -1.5 -1.2
香 川 県 84.8 10.7 4.5 82.2 12.2 5.5 2.6 -1.5 -1.0
愛 媛 県 82.3 12.1 5.7 79.1 14.0 6.9 3.1 -1.9 -1.2
高 知 県 77.5 15.0 7.5 75.3 16.2 8.5 2.2 -1.2 -1.1
福 岡 県 86.4 9.7 3.9 84.5 10.8 4.7 1.9 -1.0 -0.8

佐 賀 県 80.8 12.0 7.2 78.1 13.4 8.4 2.7 -1.5 -1.2
長 崎 県 82.0 11.9 6.1 79.8 13.1 7.1 2.2 -1.2 -1.0
熊 本 県 80.5 12.3 7.2 78.2 13.4 8.4 2.3 -1.1 -1.2
大 分 県 83.9 11.2 4.9 80.8 13.0 6.2 3.1 -1.8 -1.3
宮 崎 県 79.7 13.1 7.2 77.0 14.6 8.4 2.7 -1.5 -1.3

鹿 児 島 県 81.2 12.9 5.9 78.5 14.6 6.8 2.6 -1.7 -0.9
沖 縄 県 84.2 12.2 3.6 82.0 13.7 4.2 2.2 -1.5 -0.7

平成22年 17年
都 道 府 県

平成17年～22年の差
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